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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 9,203 △ 1.3 582 43.7 604 41.2
13年 9月中間期 9,324 △ 2.0 405 △ 58.0 428 △ 56.7
14年 3月期 18,702 753 805

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 333 - 21.21 -
13年 9月中間期 △ 5 - △ 0.37 -
14年 3月期 △ 91 △ 5.82 -
(注)①持分法投資損益          14年 9月中間期    -  百万円  13年 9月中間期    -  百万円  14年 3月期    -  百万円

    ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期 15,721,000株　13年 9月中間期 15,721,000株　14年 3月期 15,721,000株

    ③会計処理の方法の変更　　 無

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 28,729 23,241 80.9 1,478.36
13年 9月中間期 29,271 23,275 79.5 1,480.55
14年 3月期 29,702 23,216 78.2 1,476.76
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期 15,721,000株   13年 9月中間期 15,721,000株   14年 3月期 15,721,000株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 1,437 △ 1,828 △ 381 4,648
13年 9月中間期 1,206 △ 620 △ 356 5,336
14年 3月期 1,298 △ 601 △ 382 5,420

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  3社   持分法適用非連結子会社数　   -社   持分法適用関連会社数　   -社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  - 社   （除外）  - 社    持分法（新規）  - 社   （除外）  - 社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 18,000 1,050 510
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            32円 44銭

１株当たり株主資本

当　期　純　利　益経　常　利　益売   上   高

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
営業活動による 現金及び現金同等物投資活動による

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして、実際の
　業績は、様々な要因により、これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。
　なお、上記業績予想の関する事項は添付書類6～8ページを参照してください。

財務活動による
期　 末 　残 　高

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

－ 1 －
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1.企業集団の状況 
 当企業集団は、当社および子会社 3社、関連会社 2社およびその他の関係会社 2社により構成されてお
り、事業はオフィス家具、ユニット品およびエクステリア製品のＯＥＭ生産（相手先ブランドによる供給）
ならびにエレクトロニクス関連製品（自社ブランド）の製造・販売を主として営んでおります。 
 事業内容と当社および関係会社等の当該事業に係わる位置づけならびに事業の種類別セグメントとの
関連は次の通りであります。なお、事業内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分は同一であ
ります。 
 
ＯＥＭ事業 
 オフィス家具…… 子会社である株式会社ニッコーおよび持分法非適用関連会社である株式会社ヨウ

ホクから材料部品の一部を購入し、当社が事務用回転椅子、折畳椅子、固定椅子等、
主としてオフィス椅子を製造し、その他の関係会社であるコクヨ株式会社が販売して
おります。 

 
 健康福祉・ユニット…… 渦巻ばね、安全靴先芯等のばねおよびメッシュ、クリップ等の自動車部品を当社が

製造し、その他の関係会社である日本発条株式会社が販売しているほか、一部を当社
が販売しております。 
 パンチ等の文具類は当社が製造し、その他の関係会社であるコクヨ株式会社が販売
しております。 
 そのほか、当社が家電製品用ばねを製造し、直接海外に販売しております。 
 また、健康福祉機器は国内向け海外向けともに当社で製造・販売しております。 

 
 エクステリア…… 当社が門扉、フェンス、サンルーム等のエクステリア製品（住宅外構資材）を製造

し、ＯＥＭ先に販売しております。 
 
エレクトロニクス関連事業……… 画像処理装置は、一部のユニットを子会社であるタカノ機械株式会社より購入し、

当社が製造・販売しているほか、子会社オプトワン株式会社より製品を購入し、当社
が販売しております。 
 電磁アクチュエータ等その他のエレクトロニクス製品は、当社が製造・販売してお
ります。 

 
その他の事業……… 子会社である株式会社ニッコーは、工具、機械装置等の仕入・販売およびエクステ

リア製品の施工・販売を行っており、また、子会社であるタカノ機械株式会社は、省
力化機械等の製造・販売を行っております。 

 
 [事業の系統図] 
 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※印は連結子会社、◇印は関連会社（持分法非適用）、◎印はその他の関係会社を示します。 
     矢印は製品、    矢印は材料・部品を示します。 

本 国 内 の 得 意 先 本国以外の得意先 

◎日本発条株式会社 ◎コクヨ株式会社 

タカノ株式会社 

ＯＥＭ事業 エレクトロニクス 

関 連 事 業 オフィス家具 健康福祉・ユニット エクステリア 

その他の事業 

※タカノ機械株式会社 ※株式会社ニッコー ◇株式会社ヨウホク 

エレクトロニクス関連事業 

◇オプトウェア株式会社 

ＯＥＭ事業 

※オプトワン株式会社 
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2.経営方針 

 (1) 経営基本方針 

 当社グループは、「お客様とともに価値創出」をモットーに株主・顧客・従業員・社会の視点から見た

企業価値の向上を図ることを通じ、人々の幸福に貢献してゆくことを経営の基本的な姿勢としておりま

す。 

 

 (2) 会社の利益配分に関する基本方針 

 当社は、継続的・長期安定的な配当の維持を原則とし、毎期の業績を加味し配当を決定しております。

なお、特別・記念配当は業績を考慮しつつ当社経営の節目となる際に実施してまいります。 

 また、内部留保資金につきましては、株主価値を考え配当金等社外流出とのバランスをとる一方、経

営基盤の拡充、競争力の強化を図るため、新製品開発投資や合理化推進のための投資および新規事業開

発のための投資など、有効に活用してまいりたいと存じます。 

 

 (3) 投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

 当社は、株式の流動性向上および個人投資家層の拡大を経営上の重要課題として認識しております。

投資単位の引き下げにつきましては、上記認識に基づき、1997年8月1日より売買株式単位（単元株）を

1,000株から100株へと変更しております。 

 

 (4) 中長期的な経営戦略 

 当社グループは、昨年2月今後5ヶ年間の経営の方向性を示した長期経営計画「Challenge the Dream 21」

を策定し、本年度が計画の2年目の年となります。 

 この「Challenge the Dream 21」では、株主・顧客・従業員・社会の視点から見た企業価値の向上を

目指しており、最終年度の利益は「経常利益50億円」の達成を目標とするとともにＯＥＭ事業と自販事

業のバランスのとれた利益構造の構築を目指しております。 

 具体的な戦略としては、「ＯＥＭ事業分野の徹底した経営効率の向上」、「エレクトロニクス関連事業

の開発投資の積極化」および「成長分野にねらいを定め、新規事業を立ち上げ」を掲げ、「選択と集中」

による「事業構造・収益構造の改革」を目指しております。 

 

 (5) 会社の対処すべき課題 

 今後の経営環境はますます厳しさを増すとともに、急激に変化をしていくものと予想されるなか、上

記中長期的な経営戦略に基づき、下記の課題に取り組んでまいります。 

 ・トータルコストの極小化 

 ・積極的な新規事業の開拓・育成 

 ・連結子会社の業績管理の徹底 

 ・業界最高水準の製品品質の確保 

 

 (6) 目標とする経営指標 

 当社グループは以下の指標を長期的な経営目標として設定しております。 

  ・売上高営業利益率     10%以上 

  ・株主資本当期純利益率   10%以上 

  ・総資産営業利益率     10%以上 

 

 (7) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

 経営の透明性やコーポレートガバナンスの有効機能が求められるなか、当社は、IR活動を積極化させ

ていくとともに、当社の規模・特性および商法改正の動向も踏まえ、当社グループにおける最適なガバ

ナンス体制を追求するべく、施策を検討してまいります。 
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 (8) 関連当事者との関係に関する基本方針 

 主要株主であるコクヨ株式会社および日本発条株式会社の役員が当社の取締役、監査役に就任してお

りますが、当社の経営は上記両社とは独立しており、当社株主全体の利益を考え、経営の意思決定を行

っております。 

 

3.経営成績及び財政状態 
 (1) 経営成績 

 (当中間期の概況) 

（単位：百万円） 

 

売上高 営業利益 経常利益 
当期純利益 

（損失） 

一株当たり 

当期純利益 

（損失）[円] 

平成14年9月中間期 9,203 582 604 333 21.21円 

平成13年9月中間期 9,324 405 428 △  5 △ 0.37円 

対前期比増減率 △  1.3% 43.7% 41.2% －% －% 

平成14年3月期 18,702 753 805 △ 91 △ 5.82円 

 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産など一部に改善の兆しが見られたものの、雇用

情勢の悪化の影響による個人消費の低迷に加え、株式市場の低迷、不良債権処理問題、アメリカ経済の先

行き懸念などにより景気は底ばい状態を脱することができず、企業を取り巻く環境は非常に厳しい状況の

ままに推移いたしました。 

 当社の主力事業であるＯＥＭ事業オフィス家具分野の属するオフィス家具業界においても、都心部にお

ける大規模オフィスビル着工による追加的オフィス家具需要への期待と裏腹に、景気の先行き不透明感か

らオフィスに対する設備投資は大幅に手控えられ、非常に厳しい状況でありました。 

 このような環境にあって当社は、「戦略・戦術を明確にして、常に将来への布石を心がけ、量より質を高

める経営を実践する」という基本的な考えを掲げ、ＯＥＭ事業分野の合理化による収益力向上、エレクト

ロニクス関連事業画像処理検査装置の新技術開発と拡販および将来に向けて新たな事業を立ち上げるべく

事業開発活動に注力をしてまいりました。 

 しかしながら、当中間連結会計期間の売上高は、エレクトロニクス関連事業の販売は増加したものの、

企業の設備投資意欲減退にともなうオフィス家具需要の落ち込みおよび消費者の住宅取得マインド低下に

よる新設住宅着工減少にともなうエクステリア製品需要の落ち込みは予想以上に大きく、前年同期比較で

121百万円減少し、9,203百万円（前年同期比1.3%減）となりました。 

 営業利益は前年同期比較で177百万円増加し、582百万円（前年同期比43.7%増）となりました。これはOEM

事業における売上高減少の影響およびその他の事業に属する連結子会社タカノ機械株式会社の業績不振等

あったものの、昨年行ったエレクトロニクス関連事業の属する連結子会社オプトワン株式会社の合理化効

果による業績不振の歯止めと従来よりの合理化や管理間接部門の生産性向上のほか、IT（情報技術）の活

用を通じた開発期間の短縮等のコストダウンを行ったことによるものであります。 

 経常利益は、上記営業利益増加により、前年同期比較で176百万円増加し、604百万円（前年同期比41.2%

増）となりました。 

 また、中間純利益につきましては、前年同期比339百万円増加し、333百万円となりました。この増加は、

前中間連結会計期間において、製品補修にかかる特別損失として310百万円を計上していることによるもの

であります。 
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 (事業セグメント別の概況) 

 事業のセグメント別の業績は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

売上高（外部顧客への売上高） 営業利益  

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増減率 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増減率 

ＯＥＭ事業 5,708 6,088 △  6.2% 113 135 △ 16.3% 

エレクトロニクス関連事業 3,073 2,600 18.2% 453 291 55.5% 

その他の事業 421 635 △ 33.6% △  5 △ 16 － 

小計 9,203 9,324 △  1.3% 561 410 36.8% 

消去又は全社 － － － 21 △  4 － 

連結計 9,203 9,324 △  1.3% 582 405 43.7% 

 【ＯＥＭ事業】 

 ＯＥＭ事業は、オフィス家具、エクステリア、健康福祉・ユニットに大別されます。 

 オフィス家具は、開発および製造部門が一体となり、顧客ニーズやリサイクルを考慮した新製品の開発

とコストダウンを積極的に推進したものの、オフィス家具業界の急激な需要の減退、加えて市場競争の激

化にともなう販売価格の低下の影響は避けられず、売上高は減少いたしました。 

 エクステリアは、住宅関連投資の低迷にともなう競争の激化およびそれに起因する価格下落の影響を受

け、売上高は大幅に減少いたしました。 

 また、健康福祉・ユニットにおきましては、低価格化を指向した部品の海外調達へのシフト、コストダ

ウン要請等あったものの、米国向け介護用製品の受注が増加したこともあり、売上高は増加いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は5,708百万円（前年同期比6.2%減）、営業利益は113百万円（前年同期

比16.3%減）となりました。 

 

 【エレクトロニクス関連事業】 

 エレクトロニクス関連事業は、当社および連結子会社オプトワン株式会社によって構成されており、電

磁アクチュエータおよび画像処理検査装置に大別されます。 

 電磁アクチュエータは、新規受注獲得を目指した顧客開拓および新用途開発に注力したものの、価格競

争の激化にともなう製品単価の下落の影響により売上高は対前年同期を下回わりました。しかし、利益面

では積極的なコストダウンの実施により、対前年同期を上回りました。 

 画像処理検査装置は製品価格が下落傾向にあったものの、液晶・PDP（プラズマディスプレイパネル）を

はじめとするFPD（フラットパネルディスプレイ）メーカーにおける設備投資動向は拡大基調にあり、当社

の受注においても韓国・台湾向けを中心に堅調に推移し、売上高は対前年同期比大幅に増加いたしました。

また、連結子会社オプトワン株式会社は概ね見込み通りに受注が推移し、昨年行った合理化の効果もあり、

利益面では対前年同期比で損失額が大きく縮小いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は3,073百万円（前年同期比18.2%増）、営業利益は453百万円（前年同

期比55.5%増）となりました。 

 

 【その他の事業】 

 連結子会社である省力化機械等の製造・販売を行っておりますタカノ機械株式会社および工具・機械装

置等の仕入販売を行っております株式会社ニッコーが当セグメントを構成しております。 

 当事業分野におきましては、株式会社ニッコー、タカノ機械株式会社ともに、生産および販売の効率化

に努めたものの、企業の設備投資の冷え込みを受け受注が減少し、減収となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は421百万円（前年同期比33.6%減）、営業損失は5百万円となりました。 
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 (通期の見通し) 

（単位：百万円） 

 

売上高 営業利益 経常利益 
当期純利益 

（損失） 

一株当たり 

当期純利益 

（損失）[円] 

平成15年3月期予想 18,000 1,030 1,050 510 32.44円 

平成14年3月期実績 18,702 753 805 △ 91 △ 5.82円 

対前期比増減率 △3.8% 36.6% 30.4% －% －% 

 

 通期の見通しにつきましては、国内経済ではさらなる雇用情勢の悪化およびデフレの進行も予測され、

個人消費、住宅投資および企業の設備投資などの先行きも不透明であり、引き続き厳しい状況が続くもの

と予想されます。 

 このような厳しさが予想される経営環境にあって、当社グループといたしましては「自立」、「挑戦」お

よび「ＩＴ（情報技術）」をスローガンとして経営基盤の拡充に努めるとともに、真にお客様に喜ばれる製

品・サービスを提供するべく、品質を経営の第一に位置づけ、活動をしてまいります。 

 

（セグメント別売上高の見通し[外部顧客への売上]） 

平成15年3月期予想 平成14年3月期実績  

金額(百万円) 構成比 金額(百万円) 構成比 
増減率 

ＯＥＭ事業 11,100 61.7% 12,977 69.4% △14.5% 

エレクトロニクス関連事業 5,900 32.8% 4,655 24.9% 26.7% 

その他の事業 1,000 5.6% 1,069 5.7% △ 6.5% 

合計 18,000 100.0% 18,702 100.0% △ 3.8% 

 

（セグメント別営業利益の見通し） 

平成15年3月期予想 平成14年3月期実績  

金額(百万円) 構成比 金額(百万円) 構成比 
増減率 

ＯＥＭ事業 230 22.5% 307 39.9% △25.3% 

エレクトロニクス関連事業 800 78.4% 513 66.6% 55.7% 

その他の事業 △ 10 △1.0% △ 50 -6.5% － 

小計 1,020 100.0% 771 100.0% 32.2% 

消去又は全社 10 － △ 17 － － 

連結計 1,030 － 753 － 36.6% 

 

【ＯＥＭ事業】 

 ＯＥＭ事業の主力であるオフィス家具の業界におきましては、今後、首都圏における大規模オフィスビ

ル建設にともなう追加的オフィス家具需要の発生が見込まれるものの、企業のオフィス投資の手控え継続

も予想され、需要の顕在化にはなお時間を要するものと思われるとともに、引き続き、競争の激化に起因

する価格の低下が予想されるなど厳しい環境が継続するものと思われます。 

 このような背景のなか、当セグメントでは引き続き、世界に誇れるレベルの商品を市場に提供するため

のさらなる商品開発力の強化および経営効率の向上を図るためのトータルコストの極小化に注力してまい

ります。 

 なお、当セグメントの通期業績の見通しにつきましては、売上高11,100百万円（前年対比14.5%減）、営

業利益230百万円（前年対比25.3 %減）を見込んでおります。 
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【エレクトロニクス関連事業】 

 エレクトロニクス関連事業の主力である画像処理検査装置におきましては、韓国・台湾における液晶メ

ーカーにおいて設備投資の拡大が見込まれているとともに、PDP（プラズマディスプレイパネル）メーカー

も民生用需要の拡大に伴う増産が予測されております。 

 このような追い風の環境のなか、当セグメントでは液晶・PDP検査、半導体パッケージ検査などの既存市

場におけるコストおよび技術上の優位性をさらに高めるとともに、新市場への参入を果たすべく、様々な

新技術開発、積極的な販促活動に取り組んでまいります。 

 また、連結子会社オプトワン株式会社の経営効率の向上を目的とした合理化も目途が立ち、通期では業

績の回復が見込まれております。加えて、同社の技術と当社の技術のシナジー効果を生む独自新製品開発

に注力することにより、製品競争力を強化してまいります。 

 さらに、検査装置分野にとどまらず、紫外線レーザーを利用した電子部品等の加工装置の開発および販

売活動を積極的に進め、受注の拡大を目指してまいります。 

 なお、当セグメントの通期業績の見通しにつきましては、売上高5,900百万円（前年対比26.7%増）、営業

利益800百万円（前年対比55.7%増）を見込んでおります。 

 

【その他の事業】 

 省力化機械、工具等を販売している当事業の市場環境は企業の設備投資等も不透明ななか厳しい状況が

予想されますが、提案型営業活動に努め、新規顧客の開拓とともに、合理化とコストダウンによる収益性

の向上に注力してまいります。 

 なお、当セグメントの通期業績の見通しにつきましては、売上高1,000百万円（前年対比6.5%減）、営業

損失10百万円を見込んでおります。 

 

 以上の見通しにより、通期の業績につきましては、売上高18,000百万円（前年対比3.8%減）、営業利益1,030

百万円（前年対比36.6%増）、経常利益1,050百万円（前年対比30.4%増）、当期純利益510百万円を見込んで

おります。 

 

 

 (2) 財政状態 

 （当中間期のキャッシュ・フローの状況等） 

（単位：百万円） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増減 前連結会計年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,437 1,206 230 1,298 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,828 △ 620 △1,207 △ 601 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 381 △ 356 △  25 △ 382 

現金及び現金同等物の増減額 △ 772 229 △1,002 314 

現金及び現金同等物期末残高 4,648 5,336 △ 687 5,420 

 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間と比較して230百万円

増加し、1,437百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間末比433

百万円増加したことおよび前中間連結会計期間末と比較して法人税等の支払額が減少したことによるもの

であります。 

 当中間連結会計期間における投資活動に使用した資金は、前中間連結会計期間と比較して1,207百万円減

少し、1,828百万円となりました。これは主に、余裕資金の定期預金等への預け入れが増加したこと等によ

るものであります。 

 当中間連結会計期間における財務活動により支出した資金は、前中間連結会計期間と比較して25百万円

増加し、381百万円となりました。この支出増加は、主に子会社における短期借入金の返済59百万円による
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ものであります。 

 この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は前年同期と比較して687百万円減少し、4,648百万円（前

年同期末比12.9%減）となりました。 

 

 

本資料における業績予想および将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した

予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして、実際の業績は、様々な要因に

より、これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。 
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中間連結財務諸表等 

 

(1）中間連結貸借対照表 

  
前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   7,637,278   8,385,668   7,456,788  

２ 受取手形及び売掛金 ※３  7,089,790   6,233,550   7,903,158  

３ 有価証券   142,942   44,527   －  

４ 棚卸資産   1,746,083   1,724,261   1,670,155  

５ その他   375,942   367,993   435,361  

６ 貸倒引当金   △21,307   △10,461   △23,751  

流動資産合計   16,970,729 58.0  16,745,539 58.3  17,441,713 58.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 ※1.2 1,983,442   1,843,176   1,915,718   

(2) 機械装置及び運
搬具 

※1.2 1,061,586   1,075,055   1,157,941   

(3) 土地 ※２ 4,556,801   4,540,608   4,580,683   

(4) その他 ※１ 353,908 7,955,738  331,060 7,789,900  343,753 7,998,097  

２ 無形固定資産 ※２  246,348   166,772   204,654  

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  3,595,025   3,586,795   3,623,696   

(2) その他  505,835   442,392   437,053   

(3) 貸倒引当金  △2,111 4,098,749  △1,682 4,027,505  △2,658 4,058,091  

固定資産合計   12,300,836 42.0  11,984,179 41.7  12,260,843 41.3 

資産合計   29,271,565 100.0  28,729,719 100.0  29,702,557 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金   3,280,105   3,331,363   3,811,679  

２ 未払法人税等   254,144   195,761   166,866  

３ 賞与引当金   380,124   350,216   365,909  

４ その他 ※２  880,086   607,467   1,020,212  

流動負債合計   4,794,460 16.4  4,484,809 15.6  5,364,668 18.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  84,500   11,900   31,700  

２ 退職給付引当金   1,029,009   904,190   997,054  

３ 役員退職慰労引当金   87,800   87,550   93,020  

固定負債合計   1,201,309 4.1  1,003,640 3.5  1,121,774 3.8 

負債合計   5,995,770 20.5  5,488,449 19.1  6,486,442 21.8 

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,015,900 6.9  － －  2,015,900 6.8 

Ⅱ 資本準備金   2,157,140 7.4  － －  2,157,140 7.3 

Ⅲ 連結剰余金   19,115,408 65.3  － －  19,029,800 64.1 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  △12,653 △0.1  － －  13,273 0.0 

資本合計   23,275,795 79.5  －     －  23,216,114 78.2 

           

Ⅰ 資本金   － －  2,015,900 7.0  － － 

Ⅱ 資本剰余金   － －  2,157,140 7.5  － － 

Ⅲ 利益剰余金   － －  19,091,650 66.5  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  － －  △23,421 △0.1  － － 

資本合計   － －  23,241,269 80.9  － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

  29,271,565 100.0  28,729,719 100.0  29,702,557 100.0 
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(2）中間連結損益計算書 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   9,324,649 100.0  9,203,617 100.0  18,702,549 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,702,821 82.6  7,383,655 80.2  15,536,621 83.1 

売上総利益   1,621,828 17.4  1,819,961 19.8  3,165,927 16.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 役員報酬  87,500   80,796   159,218   

２ 給料手当  221,765   203,901   506,185   

３ 賞与引当金繰入額  91,889   93,625   92,478   

４ 役員退職慰労引当金
繰入額 

 5,180   5,581   10,400   

５ 研究開発費  206,150   240,257   406,589   

６ その他  603,661 1,216,145 13.0 612,812 1,236,973 13.5 1,237,092 2,411,963 12.9 

営業利益   405,682 4.4  582,987 6.3  753,963 4.0 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  16,484   14,477   34,940   

２ 受取配当金  6,417   5,899   12,757   

３ その他  12,300 35,202 0.3 11,445 31,822 0.4 34,226 81,924 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  2,671   1,295   4,726   

２ その他  9,620 12,292 0.1 8,548 9,844 0.1 25,921 30,648 0.1 

経常利益   428,592 4.6  604,965 6.6  805,239 4.3 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ －   －   373   

２ 貸倒引当金戻入益  21,660   14,266   18,656   

３ 退職給付会計基準変
更時差異処理額 

 40,028 61,689 0.7 40,028 54,295 0.6 80,057 99,088 0.5 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※２ －   539   19,002   

２ 固定資産売却損 ※３ －   13,090   －   

３ 投資有価証券評価損  －   －   48,714   

４ 役員退職慰労金  －   3,000   －   

５ 製品補修損失  310,920 310,920 3.3 29,415 46,045 0.5 602,790 670,507 3.6 

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  179,361 2.0  613,215 6.7  233,820 1.2 

法人税、住民税及び
事業税 

 251,514   200,539   409,113   

法人税等調整額  △56,424 195,089 2.1 79,168 279,708 3.1 △73,956 335,156 1.8 

少数株主損失   9,888 0.1  －   9,888 0.1 

中間(当期)純利益又
は中間純損失 

  △5,839 △0.0  333,506 3.6  △91,447 △0.5 
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(3）中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 
 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   19,393,605  －  19,393,605 

Ⅱ 連結剰余金減少高        

１ 配当金  267,257  －  267,257  

２ 役員賞与  5,100 272,357 － － 5,100 272,357 

Ⅲ 中間(当期)純利益又は中
間純損失 

  △5,839  －  △91,447 

Ⅳ 連結剰余金中間期末(期
末)残高 

  19,115,408  －  19,029,800 

        

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高        

１ 資本準備金期首残高  － － 2,157,140 2,157,140 － － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期
末)残高 

  －  2,157,140  － 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高        

１ 連結剰余金期首残高  － － 19,029,800 19,029,800 － － 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間（当期）純利益  －  333,506 333,506 －  

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金  －  267,257  －  

２ 役員賞与  －  4,400 271,657 －  

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期
末)残高 

  －  19,091,650  － 
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(4）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

税金等調整前中間(当期)
純利益  179,361 613,215 233,820 

減価償却費  296,982 278,203 617,327 

貸倒引当金の増加額  △19,967 △14,266 △16,977 

賞与引当金の増加額（△
減少額） 

 37,315 △15,693 23,100 

退職給付引当金の減少額  △55,787 △92,863 △87,742 

役員退職慰労引当金の増
加額（△減少額） 

 5,180 △5,470 10,400 

受取利息及び受取配当金  △22,902 △20,376 △16,194 

支払利息  2,671 1,295 4,726 

固定資産売却益  － － △373 

固定資産売却損  － 13,090 － 

固定資産除却損  － 539 33,960 

投資有価証券評価損  － － 48,714 

その他の営業外費用  5,762 3,298 4,262 

売上債権の減少額  2,757,228 1,669,608 1,943,860 

棚卸資産の減少額(△増加
額 

 120,717 △54,105 196,645 

その他資産の減少額  38,244 14,328 46,032 

仕入債務の減少額  △1,406,924 △480,315 △875,350 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △2,035 16,061 △37,937 

その他負債の減少額  △241,126 △329,585 △84,873 

役員賞与の支払額  △5,100 △4,400 △5,100 

小計  1,689,619 1,592,563 2,038,300 

利息及び配当金の受取額  17,672 17,639 8,214 

利息の支払額  △2,637 △1,163 △4,566 

法人税等の支払額  △498,090 △171,644 △742,991 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,206,564 1,437,394 1,298,957 
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前中間連結会計期間 
 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

定期預金の預入による支
出 

 △2,027,000 △4,471,001 △3,732,000 

定期預金の払戻による収
入 

 1,942,500 2,770,001 3,912,500 

有価証券の取得による支
出 

 △143,789 － △174,689 

有価証券の売却による収
入 

 49,961 － 30,900 

有価証券の償還による収
入 

 － － 194,620 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △171,594 △66,946 △523,075 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 459 28,132 3,954 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △606,328 △79,781 △813,081 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 350,990 － 423,901 

投資有価証券の償還によ
る収入 

 － 11,776 100,000 

その他投資活動による収
入 

 1,872 1,628 1,872 

その他投資活動による支
出 

 △17,620 △22,267 △26,534 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △620,547 △1,828,458 △601,630 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

短期借入れによる収入  8,000 10,000 102,000 

短期借入金の返済による
支出 

 △8,000 △59,000 △43,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △88,770 △64,800 △174,570 

親会社による配当金の支
払額 

 △267,257 △267,257 △267,257 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △356,027 △381,057 △382,827 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額(△減少額） 

 229,989 △772,120 314,499 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 5,106,289 5,420,788 5,106,289 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※１ 5,336,278 4,648,668 5,420,788 

     



－ 15 － 

 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

 子会社の株式会社ニッコー、

タカノ機械株式会社、オプトワ

ン株式会社の３社を連結の対象

としております。 

同左 同左 

２．持分法の範囲に関する

事項 

 関連会社のオプトウエア株式

会社、株式会社ヨウホクについ

ては、中間連結純損益および連

結剰余金に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

がないため、当該会社に対する

投資については持分法を適用せ

ず、原価法により評価しており

ます。 

 関連会社のオプトウエア株式

会社、株式会社ヨウホクについ

ては、中間連結純損益および利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、当該会社に対す

る投資については持分法を適用

せず、原価法により評価してお

ります。 

 関連会社のオプトウエア株式

会社、株式会社ヨウホクについ

ては、連結純損益および連結剰

余金に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、当該会社に対する投

資については持分法を適用せ

ず、原価法により評価しており

ます。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 連結子会社の中間期の末日

は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

４．会計処理基準に関する

事項 

   

(1）重要な資産の評価基

準および評価方法 

イ．有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

イ．有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

イ．有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等にもとづく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

同左 

 ロ．棚卸資産 

(イ）商品、製品、仕掛品お

よび原材料 

 総平均法による原価法 

(ロ）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原

価法 

ロ．棚卸資産 

(イ）商品、製品、仕掛品お

よび原材料 

同左 

(ロ）貯蔵品 

同左 

ロ．棚卸資産 

(イ）商品、製品、仕掛品お

よび原材料 

同左 

(ロ）貯蔵品 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

イ．有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

イ．有形固定資産 

同左 

 
 
建物及び
構築物 

10年～50年 

機械装置
及び運搬
具 

４年～13年 

その他 ２年～５年 
  

 
建物及び
構築物 

10年～50年 

機械装置
及び運搬
具 

４年～13年 

その他 ２年～10年 
  

 
  

  

  
  

 ロ．無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な償却期間は以

下のとおりであります。 

 ソフトウェア（自社利

用） 

社内における見込利用可

能期間（５年） 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上

基準 

イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を計上して

おります。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額を計上し

ております。 

ロ．賞与引当金 

同左 

ロ．賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額にもとづき、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（400,288千円）について

は、５年による按分額を収益

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。 

ハ．退職給付引当金 

同左 

ハ．退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金

資産の見込額にもとづき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（400,288千円）について

は、５年による均等額を収益

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれの発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。 

 ニ．役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規にもとづく

中間期末要支給額を計上して

おります。 

ニ．役員退職慰労引当金 

同左 

ニ．役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規にもとづく

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸

表）作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

―――――― （自己株式及び法定準備金取崩等

会計） 

 当中間連結会計期間から「自己

株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第

１号）を適用しております。 

 なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結貸借対照表の資

本の部及び中間連結剰余金計算書

については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 

 

 

 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,182,546千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,479,439千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額     10,264,918千円 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

 担保に供している資産および

これに対応する債務は次のとお

りであります。 

(イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 (イ）担保に供している資産 

 
建物及び構築
物 

209,394千円 

機械装置及び
運搬具 

91,265 

土地 222,201 

無形固定資産 6,110 

計 528,972 
  

①工場財団 
 

建物及び構築
物 

224,690千円 

機械装置及び
運搬具 

95,653 

土地 222,201 

無形固定資産 6,110 

計 548,656 

②工場財団以外 

土地 73,809千円 
 

 
建物及び構築
物 

242,410千円 

機械装置及び
運搬具 

96,956 

土地 222,201 

無形固定資産 6,110 

計 567,679 
  

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 

 
流動負債その
他 

55,600千円

(一年内返済
予定長期借入
金) 

 

長期借入金 59,500 

計 115,100 
  

 
流動負債その
他 

57,600千円

(短期借入
金・一年内返
済予定長期借
入金) 

 

長期借入金 11,900 

計 69,500 
  

 
流動負債その
他 

114,600千円

(一年内返済
予定長期借入
金) 

 

長期借入金 31,700 

計 146,300 
  

 すべて工場財団にかかわるも

のであります。 

  すべて工場財団にかかわるも

のであります。 
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前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

※３．中間連結会計期間末日満期手

形 

※３．  ────── ※３．連結会計年度末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

  連結会計年度末日満期手形の会

計処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、当連

結会計年度の末日は金融機関の休

日であったため、次の連結会計年

度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。 

 
受取手形 47,281千円

  

 
 

  

 
受取手形 60,974千円
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．  ────── ※１．  ────── ※１．固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

      
機械装置及び
運搬具 

276千円

その他 96 

計 373 
  

※２．  ────── ※２．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 
  

その他 539千円

  

  
 

 
機械装置及び
運搬具 

16,780千円

その他 2,221 

計 19,002 
  

※３．  ────── ※３．固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

※３．  ────── 

 土地 13,090千円
 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成13年９月30日現在） （平成14年９月30日現在） （平成14年３月31日現在） 

 
現金及び預金勘定 7,637,278千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,301,000 

現金及び現金同等
物 

5,336,278 

  

 
現金及び預金勘定 8,385,668千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△3,737,000 

現金及び現金同等
物 

4,648,668 

  

 
現金及び預金勘定 7,456,788千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,036,000 

現金及び現金同等
物 

5,420,788 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械装置 
及び運搬具 

264,627 125,737 138,890 

その他 202,057 147,053 55,004 

合計 466,684 272,790 193,894 

  

  

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械装置 
及び運搬具 

280,714 149,333 131,381 

その他 118,759 93,951 24,808 

合計 399,474 243,285 156,189 

  

  

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

機械装置 
及び運搬具 

267,987 131,918 136,069 

その他 170,396 134,097 36,298 

合計 438,384 266,016 172,368 

  
(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 70,005千円 

１年超 135,876 

合計 205,881 
  

  
１年内 48,533千円 

１年超 117,250 

合計 165,783 
  

  
１年内 59,668千円 

１年超 123,951 

合計 183,619 
  

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  
支払リース料 44,929千円 

減価償却費相当
額 

40,264 

支払利息相当額 4,292 
  

  
支払リース料 36,785千円 

減価償却費相当
額 

32,764 

支払利息相当額 3,153 
  

  
支払リース料 87,159千円 

減価償却費相当
額 

77,617 

支払利息相当額 8,065 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 （平成13年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
 取得原価 中間連結貸借対照表計上額  差額 

(1）株式 614,649千円 606,849千円  △7,800千円 

(2）債券 502,916 498,151  △4,764 

(3）その他 661,833 652,922  △8,910 

合計 1,779,399 1,757,923  △21,475 

  
 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

 
 中間連結貸借対照表計上額 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 369,424千円 

マネー・マネジメント・ファンド 390,580 

中期国債ファンド 208,138 

非上場外国債券 1,000,000 

  
 

当中間連結会計期間末 （平成14年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
 取得原価 中間連結貸借対照表計上額  差額 

(1）株式 568,783千円 524,098千円  △44,684千円 

(2）債券 513,379 506,249  △7,130 

(3）その他 752,575 748,527  △4,048 

合計 1,834,738 1,778,875  △55,862 

  
 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

 
 中間連結貸借対照表計上額 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 385,535千円 

マネー・マネジメント・ファンド 246,669 

中期国債ファンド 208,341 

非上場外国債券 1,000,000 
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前連結会計年度末 （平成14年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
 取得原価 連結貸借対照表計上額  差額 

(1）株式 567,367千円 568,265千円  897千円 

(2）債券 513,379 497,974  △15,405 

(3）その他 684,108 675.674  △8,434 

合計 1,764,855 1,741,913  △22,941 

  
 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

 
 連結貸借対照表計上額 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 414,898千円 

マネー・マネジメント・ファンド 246,654 

中期国債ファンド 208,330 

非上場外国債券 1,000,000 

  
 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４月

１日 至平成14年９月30日）および前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

 
ＯＥＭ事業 
（千円） 

エレクトロ
ニクス関連
事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1） 外部顧客に対する売上高 6,088,472 2,600,539 635,637 9,324,649 － 9,324,649 

(2） 
セグメント間の内部売上
高又は振替高 

583 1,388 236,368 238,339 (238,339) － 

 計 6,089,055 2,601,927 872,006 9,562,989 (238,339) 9,324,649 

営業費用 5,953,986 2,310,039 888,704 9,152,729 (233,762) 8,918,967 

営業利益又は営業損失 135,069 291,888 △16,698 410,260 (4,577) 405,682 

 

当中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 
ＯＥＭ事業 
（千円） 

エレクトロ
ニクス関連
事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1） 外部顧客に対する売上高 5,708,630 3,073,163 421,822 9,203,616 － 9,203,616 

(2） 
セグメント間の内部売上
高又は振替高 

2,379 6,064 334,856 343,300 (343,300) － 

 計 5,711,009 3,079,227 756,679 9,546,917 (343,300) 9,203,616 

営業費用 5,597,959 2,625,310 762,564 8,985,833 (365,204) 8,620,629 

営業利益又は営業損失 113,050 453,917 △5,884 561,083 21,904 582,987 
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前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 
ＯＥＭ事業 
（千円） 

エレクトロ
ニクス関連
事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高       

(1） 外部顧客に対する売上高 12,977,308 4,655,953 1,069,286 18,702,549 － 18,702,549 

(2） 
セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,365 2,648 582,800 586,813 (586,813) － 

 計 12,978,674 4,658,602 1,652,086 19,289,362 (586,813) 18,702,549 

営業費用 12,670,747 4,144,924 1,702,342 18,518,014 (569,428) 17,948,585 

営業利益又は営業損失 307,926 513,677 △50,256 771,348 (17,384) 753,963 

 （注）１．事業区分の方法 

 当社の事業区分は、内部管理上の区分によっております。 

２．各事業区分の主要製品 

事業区分 主要製品 

ＯＥＭ事業 
鋼製事務用椅子（事務用回転椅子、折畳椅子）、その他椅子等（会議用椅子・
テーブル等）、線ばね、板ばね、エクステリア（伸縮門扉、フェンス等）、健康
福祉関連機器他 

エレクトロニクス関連事業 
電磁アクチュエータ、フラットパネルディスプレー検査装置、原子間力顕微鏡、
他 

その他の事業 工作機械、省力化機械、他 

 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成14年４

月１日 至平成14年９月30日）および前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 154,363 777,869 932,232 

Ⅱ 連結売上高   9,203,617 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

1.7 8.4 10.1 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     (1)北米………米国 

     (2)アジア……中国、韓国、台湾、シンガポール 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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生産、受注及び販売の状況 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＯＥＭ事業 5,905,844 △5.3 

エレクトロニクス関連事業 2,961,929 13.0 

その他の事業 120,050 △53.6 

合計 8,987,824 △1.4 

 （注） 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ＯＥＭ事業 5,461,552 △10.8 906,239 △12.6 

エレクトロニクス関連事業 3,726,751 53.7 2,031,016 33.3 

その他の事業 421,822 △33.6 － － 

合計 9,610,127 4.7 2,937,255 14.7 

 （注） 消費税等は含まれておりません。 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＯＥＭ事業 5,708,630 △6.2 

エレクトロニクス関連事業 3,073,163 18.2 

その他の事業 421,822 △33.6 

合計 9,203,617 △1.3 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

 

相手先 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 コクヨ株式会社 4,180,330 44.8 3,792,101 41.2 

 東洋エクステリア株式会社 1,175,387 12.6 － － 

２．消費税等は含まれておりません。 

 

 


